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研究要旨 自閉症スペクトラム障害（Autism Spectrum Disorder: ASD）のための様々
な早期介入プログラムが開発されており、海外ではそれらに関する効果検証（Cohen et 
al, 2006; Howard et al, 2005; Magiati et al, 2007; Remington et al, 2007; Smith et al, 
2000）や、システマティックレビュー（MacConachie et al. 2006; Warren et al. 2011; 
Bradshaw et al, 2014）が行われているが、我が国で実践されたプログラムを概観し、レ
ビューした研究はほとんど存在しない。本研究は我が国で行われている自閉症児に対す
る早期介入プログラムの概要を提示することを目的に国内研究のシステマティックレビ
ューを行った。結果、2013 年以前に発刊された 29 本が対象論文となり、我が国におい
ては、応用行動分析（Applied Behavior Analysis: ABA）の理論を使用した介入研究、
低頻度・非集中的な介入研究が多く行われていることが明らかとなった。また、研究の
実施機関は大学と自治体が多く、それぞれの機関で異なった介入形態で研究が行われて
いることが示された。 

 
A．目的 
 自閉症スペクトラム障害 （ Autism 
Spectrum Disorder: ASD）のある幼児に対

する様々な早期介入プログラムが開発され、

実践されている。それらの有効性に関して、

海外においては、プログラムの効果を検証

した研究（Cohen et al, 2006; Howard et al, 
2005; Magiati et al, 2007; Remington et 
al, 2007; Smith et al, 2000）Cohen et al, 
2006; Remington et al, 2007）や、システ

マティックレビュー（MacConachie et al. 
2006; Warren et al. 2011; Bradshaw et al, 
2014）が行われ、高いエビデンスが蓄積さ

れている。我が国においても、ASD 幼児の

ための早期介入に関して、効果を検証した

研究がいくつか見られるが（稲田ら, 2011;
荻原ら, 2003; 園田ら, 2002; 杉山ら, 2011; 
山根ら, 2011）我が国において、ASD 児の

早期介入に関するシステマティックレビュ

ーは存在しない。ASD 幼児を対象とした早

期介入に関する国内研究を概観し、我が国

で行われている早期介入プログラムの特徴

や課題を分析することは、今後の我が国の

早期介入に関する研究のあり方を検討する

上で、有用と考えられる。本研究は我が国

で行われた、ASD 幼児への早期介入に関す

る研究を概観し、介入プログラムの概要を

提示することを目的とする。 
 
B．方法 
1．分析対象 
対象となる研究は、2013 年までに学会誌

または大学紀要に発表されており(1)、6 歳

以下の自閉症スペクトラム障害の診断を受

けている幼児を対象とした実践研究(2)で、

その効果を前方向視的に検討した研究(3)、
とした。 
2．論文の検索と選定 
国立情報学研究所 NII 論文情報ナビゲー

タ（以下 CiNii）、メディカルオンライン、

および医中誌 web を使用した。検索は、「早

期療育」、「早期介入」、「早期支援」の



 

  

いずれかと、「自閉症」、「アスペルガー」、

「発達障害」いずれかのキーワードを組み

合わせて行った（2014 年 10 月）。選定に

あたって、著者である山口・原口の 2 名が

別々に対象とするか否かを判断し、2 名と

も対象と判断した論文を分析対象とした。 
3．分析カテゴリーの作成 
 選定した論文について、論文内に記載さ

れた情報をもとに、カテゴリーに分類し、

分析を行った。なお、1 つの論文において

複数の研究が含まれている場合や、複数の

分析カテゴリーに該当した場合は、重複し

て分類を行った。本研究で用いたカテゴリ

ーを以下に示す。 
1)研究実施機関 
 「大学」、「療育センター」、「療育機

関」、「NPO 法人」、「医療福祉センター」、

「その他」に分類した。実施機関が本文中

に記載されているものは、その内容から判

断した。記載されていないものは「記述な

し」とした。 
2)対象者の数 
対象となった幼児の数を、「1 名」、「2

～10 名」、「11～30 名」、「31 名以上」

のいずれかに分類した。 
3)児への介入 
 児への介入に関しては、介入プログラム

の理論的背景、標的行動、介入の時間数、

介入の形態の観点から分析を行った。 
(1)介入プログラムの理論：「応用行動分析

（Applied Behavior Analysis: ABA)」、「音

楽療法」、「感覚統合」、「拡大代替コミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン （ Augmentative and 
Alternative Communication: AAC）」、「認

知発達理論」、「Treatment and Education 
of Autistic and related Communication 
handicapped Children: TEACCH」、「そ

の他」に分類した。分類は本文中に記載さ

れた内容から判断し行った。理論に関して

言及していないものは「記述なし」に分類

した。また、複数の介入プログラムを行っ

ている論文は重複して分類を行った。 

(2)標的行動：研究間で記載方法が統一され

ていないため、著者らは、本文中の記載内

容を、Vineland-Ⅱ適応行動尺度の下位項目

に当てはめて分類した。下位項目は、「コ

ミュニケーション（受容言語・表出言語・

読み書き）」、「社会性(対人関係・遊びと

余暇・コーピングスキル)」、「日常生活ス

キル(家事・身辺自立・地域生活)」、「運動

スキル(粗大運動・微細運動)」であった。標

的行動に関して言及していない論文のうち、

プログラムの詳細な内容について記述され

た論文は、Vineland-Ⅱ適応行動尺度下位項

目への「分類不可」に、プログラムの詳細

な内容の記述がないものは「記述なし」に

分類した。 
(3)介入の頻度・時間・期間：介入の頻度と

期間については、論文中に記載された内容

を記載した。介入の時間数は、論文中に記

載された内容から週当たりの時間数を割り

出し、記述した。 
(4)介入形態：論文中に記載された内容を基

にして、「通所型」、「家庭訪問型」、「親

による介入」に分類した。「通所型」につ

いては、さらに「個別」、「集団」、ある

いは個別と集団の「両方」に分類した。 
4)親への介入内容 
 本文中に記載された内容を参考に、「集

団プログラム」、「個別相談」、「親への

指導」、「親子プログラム」に分類した。

介入の詳細が分からないものは「介入の詳

細不明」に、記述がないものは「記述なし」

に分類した。 
 
C & D．結果および考察 
 予め設定した論文選定内容に基づき論文

を選定した結果、29 の論文が分析対象とな

った（図１）。 
年度別発刊数 年度別発刊本数の推移を

図２に示した。 
 研究実施機関 複数の機関で研究を行っ

ていた論文が 2 本あったため、研究実施機

関総数 33 について分類を行い、図３に示し

た。大学あるいは自治体が論文全体の 7 割



 

  

を占める結果となった。大学以外の臨床施

設が行ったものは 19/29 と、我が国の療育

研究は研究機関が実施した本数は約 1/3 程

度に過ぎないことが明らかになった。  
対象者の数 同一論文内で 2 つ研究を行

っている論文が 1 本あり、研究総数 30 につ

いて重複して分類を行った。全 30 研究中、

1 名が 13、2～10 名が 7、11～30 名が 7、
31～50 名が 2、50 名以上が 1 であった。大

学で行われた研究の 10 中 8 が参加者数 1
名であった。参加者数は 10 名以下の少人数

の研究が 2/3 を占めた。大学で行われた研

究の 8 割が 1 人の参加者を対象に行われた

研究であった。一方、30 名以上を対象とし

た研究はわずか 3 本であった。 
 児への介入プログラム理論 複数の介入

プログラムを行っている論文が 2 本あった

ため、全 33 の介入プログラム理論について

分類を行った。図４に示した。ABA が最多

で、次いで記述なしが多かった。  
標的行動 複数の標的行動に取り組んで

いる論文が 14 本あったため、全 51 の標的

行動について分類を行った。図５に示した。

コミュニケーションへの介入が最も多く行

われていた。次いで、対人関係を標的とす

るものが多かった。また、複数の領域に関

する標的行動を設定しているものが多かっ

た。発達の初期段階で必要となるさまざま

な行動の獲得を包括的に支援していること

が示唆される。一方で、プログラムの記述

があったにも関わらず「分類不可」となっ

てしまった論文も約 2 割存在した。これら

の論文の中には、一つ一つの行動を明確に

標的とするのではなく、発達全体を標的と

したと考えられるものが存在した。 
 介入の頻度 図 6 に示した。 
介入の週あたりの時間 図 7 に示した。

大学で行われた研究 10 本のうち、週当たり

9 時間以上の介入を行っているものは 4 本

であり、その全てが ABA および、家庭訪問

型であった。一方、療育センター、医療福

祉センターを含む自治体が行った研究では

週あたりの時間数が最大で 3 時間半であり、

全 12 本中、頻度が週 1 回のものが 9 本であ

った。 
介入の期間 図 8 に示した。 
介入の頻度・時間・期間を要約すると、

週 1 回、1 時間以上 2 時間未満、1 年 1 ヶ

月以上 2 年以下である論文がそれぞれ最も

多かった。これは、日本で一般的に行われ

ている早期療育プログラムが、低頻度で非

集中的である（稲田ら、2011）ことを支持

する結果となった。「大学」においては、

個別の形態で行われる介入の半数が高頻度

で集中的な介入の研究を行っていることが

明らかとなった。 
介入形態 全 29 本中、3 本で複数の介入

形態で取り組んでいたため、全 32 の介入形

態について分類を行った。図 9 に示した。

さらに、通所型の介入形態の詳細を図 10 に

示した。大学で行われた研究 10 本のうち、

8 本が個別で行われたものだった。療育セ

ンターや医療福祉センターを含む「自治体」

においては、介入形態として個別と集団が

おおよそ半数ずつであった。 
 親への介入内容 図 11 に示した。1 本複

数の介入を行っている論文があったため、

全 30 の介入内容について分類を行った。 
 最後に、本研究の限界点と今後の課題に

ついて述べる。 
まず、本研究では、日本のデータベース

を使用し、日本語での web 検索を実施した

ため、日本で実施された研究で英文雑誌に

掲載された論文が分析対象に含まれていな

かった点が挙げられる。今後、国際的なデ

ータベースを使用した日本で行われた研究

も分析対象に加え、再分析を行う予定であ

る。 
また、分析の観点として、プログラムの

分類方法は先行研究を参考にして、「理論」

に基づいた分類を行ったが、その分類方法

が妥当であるかについては検討が必要であ

る。そして、標的行動の分類指標としては

vineland-Ⅱ適応行動尺度の分類を参考に

して分類を行ったが、他の分類方法につい

ても検討する必要があるだろう。 



 

  

 今後は、介入プログラムに加えて、研究

デザイン、アウトカムなどについても焦点

を当てて分析し、我が国の早期療育研究の

エビデンスを調べ、今後の研究課題を検討

していく必要がある。 
 
E．結論 
 国内における自閉症幼児に対する早期支

援に関する研究のシステマティックレビュ

ーを行い、我が国の早期介入プログラムの

現状を概観した。我が国では、低頻度、非

集中的な介入に関する研究が多く行われて

いた。その多くは研究機関ではない、療育

提供施設によるものであった。一方、大学

は少数例の ABA 研究を行う傾向があった

が、実際の現場で提供されている療育形態

との間にギャップがみられた。 
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